
はしがき 

 
 建築物のエネルギー消費量の削減は、エネルギー資源に乏しい我が国にとって喫緊の課題であり、国
際問題である地球温暖化対策や災害発⽣時等の電⼒需要対策にも繋がる重要な課題である。建築物の省
エネルギー化を促進するために、努⼒義務である省エネルギー基準を平成 32 年度までに段階的に適合義
務化することが「エネルギー基本計画（第四次計画、平成 26 年 4 ⽉閣議決定）」の中で位置づけられ、
これを受けて「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成 27 年法律第 53 号、建築物省エ
ネ法）」が成⽴し、平成 29 年 4 ⽉から⼤規模⾮住宅建築物に対する省エネルギー基準の適合義務化が始
まった。建築物のエネルギー消費性能の向上が国際的にも求められる中で、いよいよ我が国の建築物に
ついても規制がかけられることになる。 
 省エネルギー基準の適合義務化を社会において適切に推進・実現するためには、基準への適合性を判
断するための公平・公正かつ⾼い透明性を有する具体的な⽅法を明⽰することが重要である。そこで、国
⼟交通省国⼟技術政策総合研究所（国総研）及び国⽴研究開発法⼈建築研究所（建研）では、規制措置の
ために使⽤されることを前提とした建築物エネルギー消費性能の評価⽅法の構築に関する研究開発を⾏
ってきた。具体的には、個別研究開発課題として「再⽣可能エネルギーに着⽬した建築物への新技術導⼊
に関する研究（国総研・事項⽴て課題、平成 23〜25 年度）」、「建築設備の⾃動制御技術によるエネルギ
ー削減効果の評価法の開発（国総研・事項⽴て課題、平成 28〜30 年度）」、「建築物の省エネ基準運⽤強
化に向けた性能評価⼿法の検証および体系化（建研・重点的研究課題、平成 26〜27 年度）」、「建築物の
環境性能に配慮した省エネルギー性能の評価に関する研究（建研研究課題、平成 28〜30 年度）」を実施
し、これらの研究課題の成果及び⼀般社団法⼈⽇本サステナブル建築協会に設置された検討委員会の成
果等を活⽤して、建築物の⼀次エネルギー消費量を計算する具体的な⽅法を開発した。また、開発した⽅
法に基づいた⼀次エネルギー消費量の計算を実現するためのプログラムを整備して公開している。 
 本資料は、⾮住宅建築物の基準適合性を判断するための⽅法の１つである「モデル建物法（建築物エネ
ルギー消費性能基準等を定める省令 第 1 条第 1 項第 1 号ロ）」による評価を⽀援するためのツール「モ
デル建物法⼊⼒⽀援ツール」による評価⽅法を解説したものである。本ツールでは、建物⽤途ごとに建物
形状や室⽤途などを仮定したモデル建物を想定し、このモデル建物に評価対象建築物の外⽪や設備の代
表的な仕様を適⽤することにより基準適否の判断を⾏うが、本資料ではその仕様等の具体的な⼊⼒ルー
ルを解説している。本資料の内容が、建築物の更なる省エネルギー化の⼀助として活⽤されることを期
待する。 
 最後に、両研究所が主体となって構築してきた建築物のエネルギー消費量の算定ロジックの充実やプ
ログラム化に貢献された建築物新省エネ基準検討委員会（事務局：⼀般社団法⼈⽇本サステナブル建築
協会）の関係各位及び関連する様々な調査活動にご協⼒いただいた学識経験者、⺠間技術者の⽅々に深
甚なる謝意を表したい。本資料及び本資料が解説するプログラムは関係者の⽅々のご貢献なしには完成
しなかったものである。 
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プログラムと資料の関係 

 
 国⼟技術政策総合研究所及び建築研究所は、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（平成 28
年経済産業省令/国⼟交通省令第 1 号）の規定に基づいて、⾮住宅建築物のエネルギー消費性能を計算す
るための各種プログラムを整備して公開するとともに、その解説資料を発⾏している。以下に、プログラ
ムと資料の関係を⽰す。 
 
  ・ エネルギー消費性能計算プログラム（⾮住宅版） ：  
         国⼟技術政策総合研究所資料 第 973 号、建築研究資料 第 182 号 
 
  ・ モデル建物法⼊⼒⽀援ツール ：  
         国⼟技術政策総合研究所資料 第 974 号、建築研究資料 第 183 号   
 
 
 本資料記載の解説及び本資料が解説するプログラムは、引き続き更新が続けられる。最新の情報は「建
築物のエネルギー消費性能に関する技術情報 (http://www.kenken.go.jp/becc/)」を確認されたい。 
 
 なお、国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所と国⽴研究開発法⼈建築研究所は、本資料を参考にして計
算したプログラムの結果に関し、何らの保証責任及び賠償責任を負うものではない。 
 
 
 


